令和８年度高松市指定介護サービス事業者運営指導業務委託仕様書

業務名
　令和８年度高松市指定介護サービス事業者運営指導業務委託

１　事業目的
[bookmark: _Hlk213255923]　　高松市（以下「委託者」という。）が実施している指定介護サービス事業者に対する運営指導の一部を、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第２４条の２の規定に基づき、香川県が指定する指定市町村事務受託法人に委託することにより、介護サービスの質の確保、保険給付の適正化をより推進する。
　　受託者は委託者の指示に従い、指定介護サービス事業者に対して運営指導業務を実施する。

２　業務履行期間
　　契約期間：契約締結日から令和９年２月２６日まで
　　なお、契約締結日から令和８年１０月４日までの期間は準備期間とし、現地での運営指導業務の開始は令和８年１０月５日以降とする。

３　指定市町村事務受託法人の指定
　　本委託業務の実施に当たっては、介護保険法第２４条の２第１項第１号の規定に基づ
き、香川県から指定市町村事務受託法人としての指定を受けている必要がある。入札参
加の段階においては、当該指定を受けていることは要件としない。
ただし、受託者は本委託業務の準備期間の終期（令和８年１０月４日）までに、香川
県に対して当該指定の申請を行いその指定を完了しなければならない。受託者は、当該指定の指定証の写しを、令和８年１０月５日までに委託者へ提出すること。
　また、当該指定を受けられないことが判明した場合、又は指定に向けた手続きが遅延し業務遂行に支障をきたすと市長が認めた場合は、本契約を解除することができるものとする。

４　履行場所
[bookmark: _Hlk213244127]　　委託者が指定する高松市内の指定介護サービス事業者の事業所所在地。
　　なお、現地における運営指導以外の業務を行う事務室は、受託者が確保するものとする。

５　業務内容
（１） 委託する業務
 　　　　指定介護サービス事業者に対する定型的かつ定例的な運営指導の業務のうち、現地における運営指導、高松市への報告及び結果通知原案の作成を行う。
（２）　運営指導業務の流れ(業務委託の範囲は、次の⑦・⑧・⑨)
 ① 運営指導先の選定(高松市実施)
 　　　　 ↓
 ② 実施通知原案の作成及び受託者との日程調整(高松市実施)
 ↓
 ③ 実施通知 決裁(高松市実施)
 ↓
 ④ 実施通知 発送(高松市実施)
 ↓
 ⑤ 事前提出資料受領・内容確認(高松市実施)
 ↓
⑥ 受託者と情報共有(高松市実施)
 ↓
⑦ 現地における運営指導（受託者実施）
  ↓
 ⑧ 改善指導事項の確認・整理及び高松市への報告（受託者実施）
 ↓
 　　　　　　⑨ 結果通知原案の作成（受託者実施）
 ↓
 　　　　　　⑩ 結果通知 決裁(高松市実施)
 　　　　　　　　 　↓
 ⑪ 結果通知 発送(高松市実施)
 ↓
 ⑫ 改善報告の受理・改善状況の確認(高松市実施)
（３）　対象事業
 　　 ・訪問介護
　 　　 ・訪問看護
　　 　　 ・通所介護（地域密着型通所介護を含む）
　　 　　 ・居宅介護支援
なお、上記のうち、訪問看護及び居宅介護支援においては、介護予防サービス、介護予防支援の指定を併せて受けている場合は、上記と併せて１回で運営指導を実施することとし、件数も１件と取り扱う。
（４）　委託件数（予定）
 　　　　 高松市内の事業所４０か所とする。
上記運営指導を実施する指定介護サービス事業者は、委託者で選定する。

６　業務実施体制及び資格要件等
（１）　実施体制
  ア　業務にあたっては、管理責任者を１名以上配置すること。
 　　 イ　現地における運営指導は、１か所について運営指導に従事する者（以下「指導
調査員」という。）２名以上で行うこと。なお、管理責任者と指導調査員は兼務
して差し支えない。
ウ　業務の開始に際しては、あらかじめ指導調査員名簿及び下記（２）の資格要件を有すること等を証する書類を委託者に提出すること。なお、指導調査員に変更が生じた場合も同様とする。
（２）　指導調査員の資格要件
指導調査員は、次に掲げる資格要件等のいずれかを満たす者に限る。また、少
なくとも１名は、アからウのいずれかを満たす者に限る。
      ア　介護支援専門員資格を有する者
イ　介護福祉士資格を有する者
ウ　社会福祉士資格を有する者
エ　都道府県又は市町村において介護保険事業者の指定又は指導監査の経験を有する者
（３）　指導調査員として認めない者
上記（２）の資格要件にかかわらず、指定介護サービス事業者等の従業者として従事する者、取消処分を受けた法人の欠格事由該当者等、運営指導における公正性の確保等が困難であると委託者が判断した者については指導調査員としない。
（４）　業務内容
管理責任者の主たる業務内容は、運営指導の進捗管理、運営指導現場からの疑義照会等への指示、成果物の作成・精査並びに提出、本市職員からの疑義照会等への対応とし、指導調査員の主たる業務内容は、現地における運営指導及び運営指導報告書（結果通知原案）の作成とする。
（５）　準備物
業務遂行上必要な物品を準備すること。

７　業務委託等の内容
受託者は、契約書の定めに従い、次に掲げる業務の委託を受けるものとする。
（１）　受託者は、資格要件等を満たす必要な員数の指導調査員を雇用すること。
（２）　受託者は、指導調査員を雇用するごとに指導調査員名簿を作成し、委託者に報
告すること。
（３）　受託者は、現地での運営指導実施までに、運営指導に必要な知識や情報を指導調査員に共有すること。
（４）　受託者は、指定介護サービス事業者ごとに２名以上の指導調査員により現地における運営指導を行い、講評を行うこと。
（５）　上記（４）における運営指導の実施においては、原則実地において行うものとするが、大規模災害発生時や感染症の蔓延時等には、被害拡大防止及び感染拡大防止の観点から、日程を調整するなど、委託者と協議する。
また、受託者が運営指導予定日に運営指導を実施することができなくなったときは、すみやかに委託者に報告するものとする。
（６）　指導調査員は、運営指導において次に掲げる不正又は著しく不当な行為を確認したときは、すみやかに委託者に報告すること。
　　ア　著しい法令違反が確認され、利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼす恐れがあるとき。
　　イ　介護報酬の請求に誤りが確認され、その内容が著しく不正な請求と認められるとき。
　　ウ　正当な理由がなく、指定介護サービス事業者が運営指導を拒否したとき。
（７）　運営指導報告書（結果通知原案）は、委託者が定める様式により受託者が運営指導を実施した指定介護サービス事業者ごとに作成し、実施日から１４日以内に委託者に報告すること。

８　提出物と提出時期
（１）　指導調査員名簿　指導調査員雇用後速やかに
（２）　運営指導報告書（結果通知原案） 実施日から １４日以内
　　　
９　貸与資料等
（１）　運営指導に必要となる貸与資料（以下、「貸与資料」という）は、次に掲げるも
のとし、委託者から電子媒体又は紙媒体で提供する。
ア　運営指導対象事業者リスト
イ　台帳システム情報（事業所・法人）
ウ　給付詳細情報（必要な場合のみ）
エ　指定介護サービス事業者から事前に提出された資料
オ　その他委託者が必要と認めるもの
（２）　実施通知書と併せて指定介護サービス事業者に送付する関係書類（以下、「関
係書類」という）は、委託者から電子媒体又は紙媒体で提供する。
（３）　運営指導において使用するチェックリスト等は、委託者から電子媒体等で提供
する。
（４）　受託者は、貸与書類等を使用した後は、速やかに委託者に返却しなければなら
ない。
（５）　受託者は、第３項については、運営指導において指定介護サービス事業者ごと
に作成し、その後委託者に成果物として提出すること。
（６）　受託者は、貸与書類等を善良な管理のもと注意をもって取り扱わねばならず、
万一、漏洩又は滅失、毀損した場合には、直ちに委託者に報告するとともに、委
託者の指示に従い修復等の必要な措置を講じなければならない。なお、当該措置
のために発生する費用については受託者の負担とする。

１０　調査検査証
　（１）　指導調査員は、運営指導を行うときは、委託者が発行する高松市介護サービス事業者運営指導検査証（以下「検査証」という。）を携帯するものとする。かつ、運営指導において指定介護サービス事業者から求められたときは、これを提示するものとする。
　（２）　指導調査員が検査証を紛失又は棄損した場合には、直ちに委託者に報告するとともに、委託者の指示に従い、必要な措置を講じなければならない。
　（３）　検査証は、委託契約が終了したときから７日以内に委託者に返却するものとする。また、指導調査員が退職者等により運営指導を行うことがなくなったときも、当該指導調査員の検査証を委託者に返却するものとする。

１１　履行の確認・納品場所
　（１）　運営指導を実施した指定介護サービス事業者ごとに、実施後１４日以内に運営指導報告書等を委託者に提出し、確認を受けること。なお、委託者から指示があれば修正し再提出すること。
　（２）　委託業務の進捗状況については、委託者の求めに応じ報告すること。

１２　費用負担
受託者が業務を遂行するにあたり必要とされる経費は、契約金額に含まれるものとし、委託者は契約金額以外の費用を負担しない。

１３　その他留意事項等
[bookmark: _Hlk213245280]　（１）　個人情報の保護等
　　　ア　個人情報の保護
　　　　　電子データや帳票類をはじめ、受託事務により知り得た法人情報や個人情報については、情報の漏洩、滅失、毀損等の防止、その他個人情報の保護に必要な体制の整備及び措置を十分に講じること。
　　　イ　情報漏洩の防止
　　　　　本業務に携わった者は、個人情報はもちろんのこと、業務の遂行を通じて知り得た情報を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。
　（２）　事故・苦情等への対応
　　　　　受託事務に係る事故、苦情及びその他トラブルについては、委託者の責に帰するものを除き、すべて受託者の責任にて処理するものとする。また、事故等が発生した場合は、受託者は必要な対応を迅速に行った上、事故等の内容及び対応について記録を作成し、速やかに委託者に報告すること。
　（３）　その他
本業務の遂行に関し本仕様書に明記されていない事項や疑義があるときは、委託者と受託者の間で協議を行い、合意した内容に基づき業務を遂行するものとする。
